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注意事項 

１．本試験の出題形式は、三答択一式５題（15問）です。 

２．試験問題については、問題文に特に断りのない限り、2025年４月１日

現在施行の法令等に基づいて解答してください。なお、東日本大震災

の被災者等に対する各種特例等については考慮しないものとします。 

３．各問の問題番号は、通し番号になっており、問１から問15までとなっ

ています。各問について答を１つ選択してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働大臣指定試験機関 一般社団法人 金融財政事情研究会 

  



 

 －1－ 

【第１問】 次の設例に基づいて、各問（問１～問３）に答えなさい。 

 《設 例》  
  

会社員のＡさん（45歳）は、妻Ｂさん（38歳）、長女Ｃさん（10歳）および長男Ｄさ

ん（６歳）との４人暮らしである。Ａさんは、自分が死亡した場合に、妻Ｂさんが受給

することができる公的年金制度の遺族給付について知りたいと思っている。また、公

的介護保険の給付についても確認しておきたいと思っている。 

そこで、Ａさんは、ファイナンシャル・プランナーのＭさんに相談することにした。 

 

〈Ａさんとその家族に関する資料〉 

Ａさん   ： 1980年11月14日生まれ 

会社員（厚生年金保険・全国健康保険協会管掌健康保険に加入） 

妻Ｂさん  ： 1987年６月24日生まれ 

国民年金に第３号被保険者として加入している。 

長女Ｃさん ： 2015年７月７日生まれ 

長男Ｄさん ： 2019年６月４日生まれ 

 

〈公的年金加入歴（2025年12月分まで）〉 

 20歳 22歳 45歳 

Ａさん 
国民年金 

保険料納付済期間 
（29月） 

厚生年金保険 
被保険者期間 
（273月） 

 

 

 20歳 22歳 退職 38歳 

妻Ｂさん 
国民年金 

保険料納付済期間 
（34月） 

厚生年金保険 
被保険者期間 

（84月） 

国民年金 
保険料納付済期間 

（105月） 
 

 

※妻Ｂさん、長女Ｃさんおよび長男Ｄさんは、現在および将来においても、Ａさん

と同居し、Ａさんと生計維持関係にあるものとする。 

※Ａさんとその家族は、現在および将来においても、公的年金制度における障害等

級に該当する障害の状態にないものとする。 

※Ａさんとその家族の年齢は、いずれも2025年12月31日現在のものである。 

※上記以外の条件は考慮せず、各問に従うこと。 

 
 



 

 －2－ 

問１ 

 Ｍさんは、現時点においてＡさんが死亡した場合に妻Ｂさんに支給される遺族基礎年金の

年金額（2025年度価額）を試算した。Ｍさんが試算した遺族基礎年金の年金額の計算式とし

て、次のうち最も適切なものはどれか。 

1) 831,700円＋79,800円＋79,800円 

2) 831,700円＋239,300円＋79,800円 

3) 831,700円＋239,300円＋239,300円 

 

正解 3) 

 

問２ 

 Ｍさんは、現時点においてＡさんが死亡した場合に妻Ｂさんに支給される遺族厚生年金に

ついて説明した。Ｍさんが、Ａさんに対して説明した以下の文章の空欄①～③に入る語句ま

たは数値の組合せとして、次のうち最も適切なものはどれか。 

 

「遺族厚生年金の額は、原則として、Ａさんの厚生年金保険の被保険者記録を基礎とし

て計算した老齢厚生年金の報酬比例部分の額の（ ① ）相当額になります。ただし、

Ａさんの場合、その計算の基礎となる被保険者期間の月数が（ ② ）月に満たないた

め、（ ② ）月とみなして年金額が計算されます。 

 また、長男Ｄさんの18歳到達年度の末日が終了すると、妻Ｂさんの有する遺族基礎年

金の受給権は消滅します。その後、妻Ｂさんが65歳に達するまでの間、妻Ｂさんに支給

される遺族厚生年金の額に（ ③ ）が加算されます」 

 

1) ① ３分の２   ② 300   ③ 経過的寡婦加算額 

2) ① ５分の４   ② 360   ③ 中高齢寡婦加算額 

3) ① ４分の３   ② 300   ③ 中高齢寡婦加算額 

 

正解 3) 

 

  



 

 －3－ 

問３ 

 Ｍさんは、公的介護保険（以下、「介護保険」という）について説明した。ＭさんのＡさん

に対する説明として、次のうち最も適切なものはどれか。 

1) 「介護保険の被保険者は、60歳以上の第１号被保険者と40歳以上60歳未満の医療保険

加入者である第２号被保険者に区分されます」 

2) 「介護保険の第２号被保険者は、要介護状態となった原因が特定疾病である場合に限

り、介護給付を受けることができます」 

3) 「介護保険の第２号被保険者が介護給付を受けた場合、実際にかかった費用（食費、

居住費等を除く）の３割を自己負担する必要があります」 

 

正解 2) 

 

  



 

 －4－ 

【第２問】 次の設例に基づいて、各問（問４～問６）に答えなさい。 

 《設 例》  
  

会社員のＡさん（40歳）は、Ｘ社株式（東京証券取引所上場銘柄）を購入したいと考

えているが、株式投資をするに際して、債券投資との違いも理解しておきたいと考え、

国内の大手企業が発行するＹ社債（特定公社債）も併せて検討することにした。 

そこで、Ａさんは、ファイナンシャル・プランナーのＭさんに相談することにした。 

 

〈Ｘ社に関する資料〉 

 総資産 １兆円  

 自己資本（純資産） 5,000億円  

 当期純利益 320億円  

 年間配当金総額 200億円  

 発行済株式数 ４億株  

 株価 1,500円  

 

〈Ｙ社債に関する資料〉 

発行会社 ： 国内の大手企業 

購入価格 ： 104.5円（額面100円当たり） 

表面利率 ： 2.0％ 

利払日  ： 年１回 

残存期間 ： ４年 

償還価格 ： 100円（額面100円当たり） 

格付   ： Ａ 

 

※上記以外の条件は考慮せず、各問に従うこと。 

 

 



 

 －5－ 

問４ 

 Ｍさんは、〈Ｘ社に関する資料〉から算出されるＸ社株式の投資指標について説明した。

ＭさんのＡさんに対する説明として、次のうち最も適切なものはどれか。 

1) 「株価の相対的な割高・割安の度合いを判断する指標として、ＰＥＲやＰＢＲがありま

す。Ｘ社株式のＰＢＲは18.75倍です」 

2) 「企業の経営効率や資本効率を判断する指標として、ＲＯＥがあります。Ｘ社のＲＯＥ

は3.2％です」 

3) 「株主への利益還元の度合いを測る指標として、配当性向があります。Ｘ社の配当性

向は62.5％です」 

 

正解 3) 

 

問５ 

 Ｍさんは、Ｙ社債に投資する場合の留意点等について説明した。ＭさんのＡさんに対する

説明として、次のうち最も適切なものはどれか。 

1) 「一般に、ＢＢＢ（トリプルビー）格相当以上の格付が付された債券は、投資適格債と

されます」 

2) 「Ｙ社債の利子は、源泉分離課税の対象となり、利子の支払時において所得税および

復興特別所得税と住民税の合計で10.21％相当額が源泉徴収等されます」 

3) 「一般に、残存期間や表面利率（クーポンレート）が同一であれば、格付の高い債券

ほど利回りが高く、格付の低い債券ほど利回りが低くなります」 

 

正解 1) 

 

問６ 

 Ａさんが、Ｙ社債を《設例》の条件で購入した場合の最終利回り（年率・単利）として、

次のうち最も適切なものはどれか。なお、計算にあたっては税金や手数料等を考慮せず、計

算結果は％表示における小数点以下第３位を四捨五入している。 

1) 0.84％ 

2) 0.88％ 

3) 1.91％ 

 

正解 1) 

  



 

 －6－ 

【第３問】 次の設例に基づいて、各問（問７～問９）に答えなさい。 

 《設 例》  
  

個人事業主のＡさんは、開業後直ちに青色申告承認申請書と青色事業専従者給与に

関する届出書を所轄税務署長に提出している青色申告者である。Ａさんは、2025年中

に一時払養老保険の満期保険金を受け取っている。 

 

〈Ａさんとその家族に関する資料〉 

Ａさん  （50歳）： 個人事業主（青色申告者） 

妻Ｂさん （46歳）： Ａさんの事業に専ら従事し、2025年中に、青色事業専従者と 

          して給与収入96万円を得ている。 

長女Ｃさん（14歳）： 中学生。2025年中の収入はない。 

母Ｄさん （75歳）： 2025年中に、老齢基礎年金50万円と遺族厚生年金50万円を受 

          け取っている。 

 

〈Ａさんの2025年分の収入等に関する資料〉 

（１） 事業所得の金額 ： 750万円（青色申告特別控除後） 

（２） 一時払養老保険（10年満期）の満期保険金 

契約年月             ： 2015年７月 

契約者（＝保険料負担者）・被保険者 ： Ａさん 

満期保険金受取人         ： Ａさん 

死亡保険金受取人         ： 妻Ｂさん 

満期保険金額           ： 324万円 

正味払込保険料          ： 300万円 

 

※妻Ｂさん、長女Ｃさんおよび母Ｄさんは、Ａさんと同居し、生計を一にしている。 

※Ａさんとその家族は、いずれも障害者および特別障害者には該当しない。 

※Ａさんとその家族の年齢は、いずれも2025年12月31日現在のものである。 

※上記以外の条件は考慮せず、各問に従うこと。 

 
 



 

 －7－ 

問７ 

 所得税における青色申告制度に関する以下の文章の空欄①～③に入る数値の組合せとし

て、次のうち最も適切なものはどれか。 

 

「青色申告者は、事業所得等の金額の計算上、青色申告特別控除として最高で（ ① ）

万円を控除することができます。（ ① ）万円の青色申告特別控除の適用を受けるた

めには、事業所得等に係る取引を正規の簿記の原則に従い記帳し、その記帳に基づいて

作成した貸借対照表、損益計算書その他の計算明細書を添付した確定申告書を法定申

告期限内に提出することに加えて、e-Taxによる申告（電子申告）または優良な電子帳

簿の保存を行う必要があります。なお、確定申告書を法定申告期限後に提出した場合、

青色申告特別控除額は最高で（ ② ）万円となります。 

 また、青色申告者の所得税の計算において、損益通算してもなお控除しきれない損失

の金額（純損失の金額）が生じた場合、その損失の金額を翌年以後（ ③ ）年間にわ

たって繰り越して、各年分の所得金額から控除することができます」 

 

1) ① 65   ② 20   ③ ５ 

2) ① 50   ② 10   ③ ５ 

3) ① 65   ② 10   ③ ３ 

 

正解 3) 

 

問８ 

 Ａさんの2025年分の所得税における所得控除に関する次の記述のうち、最も適切なものは

どれか。 

1) 「妻Ｂさんは控除対象配偶者に該当するため、Ａさんは配偶者控除の適用を受けるこ

とができ、その控除額は38万円となります」 

2) 「母Ｄさんは老人扶養親族の同居老親等に該当するため、Ａさんは、母Ｄさんについ

て58万円の扶養控除の適用を受けることができます」 

3) 「長女Ｃさんは一般の控除対象扶養親族に該当するため、Ａさんは、長女Ｃさんにつ

いて38万円の扶養控除の適用を受けることができます」 

 

正解 2) 

 

  



 

 －8－ 

問９ 

 Ａさんの2025年分の所得税における総所得金額として、次のうち最も適切なものはどれか。 

1) 750万円 

2) 762万円 

3) 774万円 

 

正解 1) 

 

  



 

 －9－ 

【第４問】 次の設例に基づいて、各問（問10～問12）に答えなさい。 

 《設 例》  
  

Ａさん（62歳）は、数年前に父親の相続により取得した自宅（建物とその敷地であ

る甲土地）に居住しているが、駅前のタワーマンションを購入して移り住むことを検

討している。 

先日、Ａさんが知り合いの不動産会社の社長に相談したところ、「甲土地は最寄駅に

近く、都心へのアクセスもよい。賃貸マンション経営をしてみてはどうか」とアドバ

イスを受けた。 

 

〈甲土地の概要〉 

 

 

 
用途地域   ：近隣商業地域 

指定建蔽率  ：80％ 

指定容積率  ：300％ 

前面道路幅員による容積率の制限 

：前面道路幅員× 10
6  

防火規制   ：準防火地域 

 

 

 

 

 

・指定建蔽率および指定容積率とは、それぞれ都市計画において定められた数値で

ある。 

・特定行政庁が都道府県都市計画審議会の議を経て指定する区域ではない。 

 

※上記以外の条件は考慮せず、各問に従うこと。 

 
 

幅員６ｍ（公道） 

20ｍ 

20ｍ 甲土地 
400㎡ 

Ｎ 



 

 －10－ 

問10 

 甲土地に耐火建築物を建築する場合の①建蔽率の上限となる建築面積と②容積率の上限

となる延べ面積の組合せとして、次のうち最も適切なものはどれか。 

1) ① 360㎡   ② 1,440㎡ 

2) ① 360㎡   ② 1,200㎡ 

3) ① 320㎡   ② 1,440㎡ 

 

正解 2) 

 

問11 

 Ａさんの自宅（建物とその敷地である甲土地）の譲渡に関する以下の文章の空欄①～③に

入る語句または数値の組合せとして、次のうち最も適切なものはどれか。 

 

「仮に、Ａさんがタワーマンションに転居し、その後、居住していない現在の自宅を譲

渡した場合に、Ａさんが『居住用財産を譲渡した場合の3,000万円の特別控除』の適用を

受けるためには、自己が居住しなくなった日から（ ① ）年を経過する日の属する年

の12月31日までの譲渡であること等の要件を満たす必要があります。 

 また、『居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例』の適用を受けるた

めには、譲渡した居住用財産の所有期間が、譲渡した日の属する年の１月１日において

（ ② ）年を超えていること等の要件を満たす必要があります。この特例の適用を受

けた場合、課税長期譲渡所得金額が（ ③ ）以下の部分については、軽減税率が適用

されます」 

 

1) ① ３   ② ５   ③   １億円 

2) ① ５   ② ３   ③   １億円 

3) ① ３   ② 10   ③ 6,000万円 

 

正解 3) 

  



 

 －11－ 

問12 

 自己建設方式による土地の有効活用に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

1) 「Ａさんが甲土地に賃貸マンションを建築した場合、相続税額の計算上、甲土地は貸

宅地として評価されます」 

2) 「自己建設方式とは、Ａさんがマンション等の建設資金の調達や建設工事の発注、建

物の管理・運営を自ら行う手法です。Ａさん自らが貸主となって所有するマンション

の賃貸を行うためには、あらかじめ宅地建物取引業の免許を取得する必要があります」 

3) 「Ａさんが金融機関から融資を受けて賃貸マンションを建築した場合、相続税額の計

算上、当該借入金の残高は債務控除の対象となります」 

 

正解 3) 

 



 

 －12－ 

【第５問】 次の設例に基づいて、各問（問13～問15）に答えなさい。 

 《設 例》  
  

Ａさん（72歳）は、妻Ｂさん（68歳）および長女Ｃさん（38歳）とＸ市内の自宅で同

居している。長女Ｃさんは、Ｘ市役所に公務員として勤務している。長男Ｄさん（37

歳）は、県外で会社員として働いており、Ｘ市に戻る予定はない。 

Ａさんは、普段から身の回りの世話をしてくれる長女Ｃさんに対して、現金の贈与

をしたいと考えている。また、長男Ｄさんには2021年にＹ社株式（上場株式、贈与時

の相続税評価額3,000万円）を贈与しており、長男Ｄさんはこの贈与について相続時精

算課税制度を選択している。 

 

〈Ａさんの親族関係図〉 

 

 

 

 

 

 

 

〈Ａさんの推定相続人〉 

妻Ｂさん  ： Ａさんおよび長女Ｃさんと同居している。 

長女Ｃさん ： 公務員。Ａさん夫妻と同居している。 

長男Ｄさん ： 会社員。妻と子の３人で戸建て住宅（持家）に住んでいる。 

 

〈Ａさんの主な所有財産（相続税評価額）〉 

１．現預金     ： 8,000万円 

２．自宅敷地（300㎡）： 7,000万円（注） 

自宅建物    ： 3,000万円 

（注）「小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例」適用前の金額 

 

※上記以外の条件は考慮せず、各問に従うこと。 

 

妻Ｂさん 

長男Ｄさん 

Ａさん 

長女Ｃさん 配偶者 

孫Ｅさん 



 

 －13－ 

問13 

 生前贈与に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

1) 「Ａさんが長女Ｃさんに現金を贈与し、長女Ｃさんが暦年課税を選択する場合に、Ａ

さんが長女Ｃさんに贈与した財産の価額が贈与税の基礎控除額を超えるときは、贈与

者であるＡさんが贈与税の申告書を提出しなければなりません」 

2) 「長女Ｃさんが、Ａさんからの贈与について相続時精算課税制度を選択した後に、妻

Ｂさんから贈与を受けた場合、長女Ｃさんは、妻Ｂさんからの贈与について暦年課税

を選択することができません」 

3) 「長女Ｃさんが、Ａさんからの贈与について相続時精算課税制度を選択する場合、長

女Ｃさんは、その選択をした年分以降にＡさんから贈与を受ける財産について暦年課

税を選択することはできません」 

 

正解 3) 

 

問14 

 長女Ｃさんが暦年課税によりＡさんから現金900万円の贈与を受けた場合の贈与税額とし

て、次のうち最も適切なものはどれか。なお、長女Ｃさんは、同年中に他に贈与を受けてお

らず、贈与税の各種非課税制度の適用は受けないものとする。 

 

〈贈与税の速算表（一部抜粋）〉 

基礎控除後の課税価格 
特例贈与財産 

税率 控除額 

 万円超 万円以下   

～  200 10％ ― 

200  ～  300 15％ 10万円 

300  ～  400 15％ 10万円 

400  ～  600 20％ 30万円 

600  ～ 1,000 30％ 90万円 

 

1) 147万円 

2) 158万円 

3) 180万円 

 

正解 1) 

 



 

 －14－ 

問 15 

 Ａさんの相続に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

1) 「妻Ｂさんが自宅の敷地と建物を相続により取得し、『小規模宅地等についての相続

税の課税価格の計算の特例』の適用を受けた場合、自宅の敷地（相続税評価額7,000万

円）について、相続税の課税価格に算入すべき価額を5,600万円とすることができま

す」 

2) 「Ｙ社株式の相続時の相続税評価額が2,600万円であった場合、長男Ｄさんの相続税

の課税価格に加算されるＹ社株式の価額は、贈与時の相続税評価額3,000万円と2,600

万円とのいずれか低いほうの価額となるため、2,600万円となります」 

3) 「長男Ｄさんが相続時精算課税制度により納付した贈与税額は、相続税額から控除さ

れ、控除しきれないものについては、相続税の申告をすることにより還付を受けるこ

とができます」 

 

正解 3) 

 


